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第 10 回研究会（Ｋ 不動産業）における主な御意見とその対処方針（案） 

１ 研究会における御意見 

No. 御意見 対処方針（案） 

1 ○ 「投資用住宅販売サービス」の把握可能性について

「投資用住宅販売サービス」を設定するに当たって、企業が何をもって投

資用住宅としているのかを確認してほしい。その結果、居住用住宅とのメ

ルクマールが曖昧ならば、「住宅販売サービス」と統合してもよいので

はないか。

○ ヒアリングを行った企業に確認したところ、投資用として整理して

いるのは REIT（不動産投資信託）に対して販売しているものであり、

マンションの１室を投資用に販売したものは含まれておらず、投資用

物件のすべてをカバーしていないことが分かった。

○ この REIT への販売については、「賃貸用住宅」の売上高として把握し

ているとのことであった。また、分譲マンションを１棟丸ごと販売する

ケースはあまりないものの、区分可能と思われるとの回答も得た。

したがって、ヒアリング先企業においては、マンション販売を「分譲

マンション（部屋単位）」、「分譲マンション（1棟）」、「賃貸用マンショ

ン（1棟）」に区分できることとなる。

○ この回答を踏まえ、「投資用住宅販売サービス」を削除の上、統合分

類の「住宅販売サービス」に係る分類構成を以下のとおり変更する。

（統合）住宅販売サービス

（最下層）戸建住宅販売サービス

（内容例示）新築戸建住宅販売サービス

中古戸建住宅販売サービス 

（最下層）共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの） 

（内容例示）新築共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの） 

中古共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの） 

（最下層）共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの以外のも

の） 

（内容例示）新築共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの以外

のもの） 

中古共同住宅販売サービス（部屋単位で販売するもの以

外のもの） 

○ なお、「共同住宅販売サービス」には新築と中古の２つが扱われてい

ると想定されるものの、企業ヒアリングにおいて区分可能性が確認で

きなかったため、内容例示で区分することとした。

○ また、上記修正に伴い「住宅販売サービス」の需要先を「一般消費者」

から「混在」に変更する。
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2 ○ 「駐車場サービス」の分割について

「駐車場サービス」については、産業連関表上も「月極」を不動産に、「時

間貸し」を運輸に含めていることからも、区分可能性を確認してほしい。 

○ 企業に追加ヒアリングを行ったところ、区分できないとの回答を得

た。

○ この回答を踏まえ、原案どおり、「月極」と「時間貸し」を内容例示

で区分することとする。

（統合）駐車場・自転車駐輪場サービス

（最下層）駐車場サービス

（内容例示）駐車場サービス（時間貸し）

駐車場サービス（時間貸し以外） 

（最下層）自転車駐輪場サービス 

3 ○ 「会議室等賃貸サービス」の区分可能性について

「会議室等賃貸サービス」を「会議室」や「ホール」など用途が異なる

ものを分割することを検討してほしい。 

○ 昨年度の調査研究に回答した大分類Ｒサービス業（他に分類されな

いもの）の小分類 9511「集会場」に属する企業に電話ヒアリングを行

ったところ、「会議」や「展示会・見本市」といった用途別の売上高の

区分を行っていないとの回答を得た。

○ また、当該企業のＨＰ情報から、ホールや会議センターなどが「イベ

ント」、「会議」や「展示会」といった多様な用途に用いられていること

が分かった。

○ これらを踏まえ、「会議室等賃貸サービス」の名称及び最下層分類の

構成を以下のとおり変更する。

（統合）「会議室・ホール等賃貸サービス」

（最下層）「会議室賃貸サービス」

「劇場式ホール賃貸サービス」 

「その他のスペース賃貸サービス」 

２ 研究会後に寄せられた御意見 

御意見 対処方針（案） 

４ ○ 「物流施設賃貸サービス」の対象範囲について

「物流施設賃貸サービス」は、「物流施設１棟又はスペースを賃貸するサ 

ービス」と定義されているが、ここでいう「物流施設」の範囲とサービス

内容について、他の生産物と区別できるようにすべきではないか。 

○ 物流施設賃貸サービスの定義を以下のとおり変更する。

（定義）物流施設１棟又はスペースを賃貸するサービス。（水運施設提供

サービス、自動車ターミナル提供サービス、貨物荷扱固定施設提供サー

ビスに当たるものを除く。）


